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　重層世代モデルにおける消費財の分類について1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　平　　裕
　１．はじめに
　本稿の目的は，『家計調査』と『全国消費実態調査』の調査目的，対象や
調査方法を比較し，また類似性を検討して，特に世帯主の年齢階級別の収
入と支出データを重層世代モデルに利用する場合における消費財の分類
　（あるいは統合）の仕方について検討することである。
　一般均衡分析の枠組みに基づいてわが国の多部門モデルを構成し，実証
分析を行おうとする時，経済主体として家計，企業，政府，海外部門を想
定した上で，基本的統計資料として新ＳＮＡに基づいて集計された経済企
画庁『国民経済計算』を利用するのが普通である（例えば，小平（1987），市
岡（1991））。しかし，分析の目的によっては，実証分析の基礎モデルに工夫
を凝らす必要があり，そのような場合には統計資料として『国民経済計
算』だけでは十分でなくなる。例えば，分析目的の１つが家計行動にある
場合がそうである。すなわち，『国民経済計算』では家計は１つに集計され
た「家計部門」という経済主体として扱われている上，財の分類も主に産
業部門に基づくものであるので2），これだけでは統計資料は十分ではな
く，補完的なデータとして世帯を単位とする家計の統計調査を利用する必
要が生じるからである。小平（1988）は，基本的続計資料として『国民経済
計算』を利用することにより一般均衡理論の枠組みを維持しながら，家計
部門については総務庁『家計調査』と農林水産省『農家経済調査』を使い
世帯主の職業別の分割を試みた例である。また，市岡（1991）は，家計部門
を所得階級別に分け，さらに厚生省『昭和56年所得再分配調査』に基づ
き，雇用者所得，事業所得，農業所得，財産所得，移転所得などの各構成
要素に分割している。
　　『国民経済計算』を利用するだけでは十分ではなくなるもう１つの例
は，高齢化の経済問題，例えば公的年金制度による世代間の移転を研究す
る場合である。ここでは，モデルの枠組みとして重層世代モデルを利用す
るのが自然であるが，この場合に実証分析を行うには世帯主の年齢階級別
に集計されたデータを『国民経済計算』データと併用する必要がある。そ
のような続計資料としては，総務庁統計局消費続計課の作成する『家計調
査』と『全国消費実態調査』が代表的である。　しかし，これらの統計資料
を『国民経済計算』と併せて利用する場合は，消費財の分類や定義の違い
に注意を払う必要がある。
　本稿では，世帯主の年齢階級別に集計された家計の消費行動に注目し
て，『家計調査』と『全国消費実態調査』を比較し，両調査を重層世代モデ
ルに利用するための準備を行う。第２節では，両調査の目的，対象や調査
方法を比較する。第３節，第４節では，重層世代モデルヘの利用という視
点から，両調査の世帯主の年齢階級別に集計されたデータを検討する。ま
ず第３節では，各消費項目（いわゆる十大費目）への支出割合について，そ
の年齢階級別変動をクラスター分析して，『家計調査』と『全国消費実態調
査』の類似度を調べる。次に第４節では，前節の結果を受けて，『全国消費
実態調査』勤労者世帯の資料を使い，十大費目の各消費財への支出割合の
世帯主年齢階級別形態を検討し，消費財分類の集約の可能性を考察する。
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第５節は，まとめである。
　２．『家計調査』と『全国消費実態調査』の概要
　　『家計調査』と『全国消費実態調査』の比較を行う前に，両調査の概要
を本節で調べておこう。
　統計調査は，調査対象（母集団）の全てを調べあげるセンサス（全数調査）
と，母集団から抽出した特定の対象について調べる標本調査とに大別する
ことができる。わが国では，『国勢調査』，『農林業センサス』，『漁業世帯セ
ンサス』，『事業所統計』，『工業統計調査』，『商業統計』，『本邦鉱業の趨勢
調査』の７種のセンサスが調査され，発表されている。センサスは，包括
的な統計調査としてそれ自体の意味を持つだけではなく，調査時点での調
査対象の各種の基本属性を全数調査しているので，さらに詳細な事項を特
定の対象について調べる標本調査の抽出枠としても利用されている。例え
ば，世帯を調査報告単位とする人ロセンサスである『国勢調査』は，世帯
内の全ての人口について年齢，性別，配偶関係，職業，産業，住居などの
事項を調査しており，『家計調査』，『全国消費実態調査』，『就業構造基本調
査』，『社会生活基本調査』などの世帯を単位とする統計調査の抽出枠とし
て利用されている3）。
　財貨・サービスの最終需要の中で，再び生産活動のために使用される投
資財需要以外の需要は，最終消費需要（あるいは簡単に消費需要）と呼ばれ
る。これを消費した側から測定するには，消費者の家計支出を調査しなけ
ればならないし，また供給した側から測定するには，商店などの売上を調
査しなければならない。家計の統計調査は，経済主体としての家計（＝消
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費者）の収入，支出を調査することを目的としており，世帯を家計単位と
仮定して調査単位とするのが通例である。勤労者世帯の場合にはその支出
の全てをほぼ消費支出と見なすことができるが，個人業主世帯の場合には
その支出には営業用支出が混在することが多く，支出全てを消費支出と見
なすことは困難である。わが国の場合，歴史的に農家の割合が高かったこ
ともあり，農家の家計支出の側面と農業経営体としての支出の側面を併せ
て調査する『農家経済調査』が伝統的に整備されてきた。農家の他には，
　『林家経済調査』，『漁業経済調査』も行われているが，これら以外の職種
　（産業）の個人業主世帯に関する包括的な調査は行われていない。
　非農林漁家世帯を対象とする家計の統計調査は『家計調査』である。す
なわち，『家計調査』は，「全国の消費者世帯を対象として家計収支の調査
を行い，都市別，地域別，職業別，収入階級別，その他世帯の特性による
集計結果を通して，国民生活の実態を明らかにし，国の経済政策や社会政
策を立てるための基礎資料を得ること」を目的4）として，総務庁統計局消
費統計課により毎月実施されており，次に挙げる農林漁業世帯及び単身者
世帯を除いた全国の消費者世帯を調査対象としている。
①　耕地10アール以上（北海道では30アール以上）を耕作して農業を営む世
　帯。ただし，耕地面積10アール（北海道では30アール）未満の世帯及び耕
　地を耕作しない世帯でも，農業粗収入が前記規模から得られるものと同
　等以上の世帯も除外する。
（2）林業を営む世帯。
（3）漁船を使用して，海面又は内水面において漁業を営む世帯。ただし，
　漁船を使用しなくとも定置網漁業及び海面養殖業を営む世帯も除外する。
（4）単身者世帯
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また次に掲げる世帯は不適格世帯として調査対象から除外されている。
　①　外国人世帯
　②　その他
　　ア　飲食店，旅館又は下宿屋（寄宿舎を含む）を営む併用住宅の世帯
　　イ　賄い付きの同居人がいる世帯（素人下宿）
　　ウ　住み込みの営業の上の使用人が４人以上いる世帯
　　エ　世帯主が長期間不在の世帯
　家計費の主たる収入を得ている人を世帯主として，調査対象を世帯主の
職業により次のように区分する。
　　　全世帯　　　勤労者世帯　　　　　　工
一般世帯　　　個人営業世帯　　　　　　　　　　　　　二
その他の世帯
ここに，「勤労者世帯」とは，世帯主が会社，官公庁，学校，工場，商店な
どに勤めている世帯を指す。ただし，世帯主が社長，取締役，理事など会
社団体の役員である世帯は「一般世帯」に分類される。「一般世帯」とは，
勤労者世帯以外の全ての世帯をいう。なお「一般世帯」の「その他の世
帯」には無職世帯も含まれる。
　　『家計調査年報　平成２年』を例に採り，標本設計の様子を説明しよう。
『昭和60年国勢調査』の結果を用い，農林漁家及び単身者世帯を除く約2700
万の２人以上の普通世帯から，地方，都市階級，非農林漁家比率，人口増
加率，人口集中地域人口比率，産業的特色の基準を配慮し，層化３段階抽
出により8076の調査世帯を選定する。調査は毎月行い，調査世帯は，原則
として６か月間継続調査し，毎月その６分の１ずつが，順次，新たに選定
された世帯と交代する（ローティション・サンプリング）。調査方法と調査事
項は，次のようである。
　ア　まず，調査世帯の世帯員（年齢，属柄，職業，産業）及び住居（所有関
　　係，面積，構造，持ち家の建築時期，設備，地代，家賃）に関する事項を
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　　　「世帯票」によって，調査員が質問調査する。
　イ　その後，６か月間，勤労者世帯及び一般世帯の無職世帯について
　　は，家計上の収入（種類と金額）と支出（品名，数量,金額,用途）を，無
　　職世帯以外の一般世帯については，家計上の支出のみを，調査世帯が
　　自ら「家計簿」に記入する。
　ウ　記入開始２か月目に，過去１年間の収入を「年間収入調査票」に
　　よって自計調査する。
　収入の部は，「実収入」，「実収入以外の収入」，「繰入金」に大別される。
このうち，実収入は「経常収入」と「特別収入」からなる。経常収入の内
容は勤め先収入，事業・内職収入，他の経常収入であり，特別収入の内容
は受贈金，その他の実収入である。他方，実収入以外の収入は資産の減少
あるいは負債の増加となるものであり，具体的には預貯金引出し，財産売
却，借入金などが該当する。また，繰入金は，前月の月末における世帯の
手持ち現金残高である。
　支出の部は，「実支出」，「実支出以外の支出」，「繰越金」に大別される。
このうち，実支出は「消費支出」と「非消費支出」からなる。消費支出
は，いわゆる生活費のことであり，住宅の購入を除いた耐入消費財に対す
る支出を含んでおり，食料，住居，光熱・水道，家具・家事用品，被服及
び履物，保健医療，交通・通信，教育，教養娯楽，その他の消費支出の十
入費目に大別される（各費目をさらに分割した詳細な項目も利用可能である）。
他方，非消費支出は税金，社会保険料などに対する支出項目からなる。実
支出以外の支出は資産の増加あるいは負債の減少となるものであり，具体
的には預貯金，投資，財産購入，借金返済などが該当する。また，繰越金
はその月の月末における世帯の手持ち現金残高である。
　以上のように『家計調査』は，全国平均の家計収支の時系列の動きを明
らかにすることを目的に，約8000世帯を抽出標本して，ローティション・
サンプリング法により一部を入れ換えながら毎月集計されている。　した
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がって，速報性に優れている反面，標本数が少ないという欠点がある。特
に，『家計調査』が調査対象とする世帯種類については，上述したように，
非農林漁家世帯に限られていること，単身者世帯も対象から外されている
こと，さらに地域格差を見るなどの詳細な構造分析を行うには標本世帯数
が不十分であることなどは，『家計調査』データの利用上の制約として指
摘されている。また日々のフローの収入，支出だけではなく，金融資産
　（貯蓄や借入金）5）や耐久消費財の保有状況などのストック面を調べる必要
もあるが，『家計調査』では調査されていない。これらを補完する目的か
ら，約５万3000世帯を対象とする大規模標本調査が，『全国消費実態調査』
として５年に１回実施されている。
　　『全国消費実態調査』の目的は，「全国の全世帯について家計収支並びに
資産及び負債を総合的に調査し，所得，消費，資産の水準，それらの構造
及び分布並びにそれらの地域的差異を明らかにする」ことである。実施機
関は総務庁統計局消費統計課であり，実施間隔は５年ごとである。調査対
象は，全国の全世帯であり，二人以上の普通世帯と単身者世帯に分けて調
査されている。なお次に掲げる世帯は不適格世帯として調査対象から除外
されている。
［1］二人以上の普通世帯
　（1）料理飲食店又は旅館を営む併用住宅の世帯
　（2）下宿屋又は賄い付きの同居人のいる世帯
　（3）住み込みの雇用者が４人以上いる世帯
　（4）外国人世帯
［2］単身者世帯
　（1）15歳未満の者
　（2）ニ人以上の普通世帯の不適格条件（（1）～（4））に該当する者
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　（3）学生
　（4）社会施設にいる者
　（5）入院患者
二人以上の普通世帯の不適格条件の内容は，『家計調査』のそれと同一で
ある。
　調査対象の選定は，二人以上の普通世帯を約４万9000世帯，単身者世帯
は30人以上の寮・寄宿舎に居住する単身者世帯とそれ以外の一般の単身者
世帯とに分けて，前者を約1000世帯，後者を約3000世帯，合計約５万3000
世帯を層化３段階抽出により選定する。調査時期は，二人以上の普通世帯
については９月１日～11月30日の３か月間，単身者世帯は11月１日～11月
30日の１か月間である。これは，この時期は季節性が少ないためとされて
いる。
　調査の内容は，家計上の収入と支出，品目の購入先など『家計調査』に
準ずる項目の他，貯蓄現在高や借入金残高，主要耐久消費財の所有数量で
ある。調査事項の詳細は，次の通りである。
　（1）家計上の収入と支出に関する事項：
　　　収入は，勤労者及び無職世帯についてのみ，収入の種類と金額を調
　　査するとともに，収入に伴う控除（税金,社会保険料など）も併せて調査
　　している。支出は，全ての世帯について，品目ごとに，品名，用途，
　　購入数量，支出金額を調査している。
　（2）生活用品の購入先及び支払い方法に関する事項：
　　　二人以上の普通世帯についてのみ，全ての品目について購入先の販
　　売形態別分類（小売店，スーパー，百貨店，生協。購買，その他）を調査
　　し，掛け買い，月賦・クレジットにより購入した品物については支払
　　い回数別に分類し，さらにクレジット・カード利用の有無を調べてい
　　る。
　（3）貯蓄・借入金残高及び年間収人に関する事項:
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　　　貯蓄は，預貯金，生命保険掛金の払い込み総額，信託，債券及び株
　　式などの有価証券を種類ごとに，借入金残高は，住宅の購入，建築，
　　増改築，土地の購入のための借入金残高，それ以外の借入金残高及び
　　月賦・年賦の未払い残高について，11月末の現在高を調査している。
　　年間収入は，過去１年間の収入を種類別に調査している。
　　　この他に，住宅の購入・建築計画及び購入・建築実績並びに土地の
　　購入計画及び購入実績の有無と，家計を賄う収入の種類についても調
　　査している。
　（4）主要耐久消費財に関する事項：
　　　家具類，一般家事用品，冷暖房器具，教養娯楽用品，乗用車など50
　　品目について所有数量を調査している。また１月～11月購入分につい
　　ては取得形態を調べるとともに，12月購入予定分についても調査して
　　いる。
　（5）世帯員及び住居に関する事項：
　　　世帯員については，氏名，世帯主との続柄，性別，年齢，非就業の
　　別の他，就業者については，勤務形態，産業，職業週休２日制の有無
　　および本業以外の仕事を，在学者については就学状態などを，それぞ
　　れ調査している。
　　　住居については，所有関係，構造，建て方，建築時期（持ち家のみ），
　　入居時期，居住室数，延べ面積，耕地面積，１か月当りの家賃・地
　　代，設備を調べている。その他，口座自動振込・振替の利用の有無，
　　クレジット・カードの保有の有無についても調査している。
　　　また，単身者世帯については，食事形態（自炊・外食・賄い付など）に
　　ついて調査している。
　最後に，調査の違いをまとめておこう。利用上，一番顕著な違いは，調
査対象の違いである。すなわち，『家計調査』が農林漁家世帯と単身者世帯
を対象外としているのに対して，『全国消費実態調査』はこれらも含めた
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全世帯を対象としている。次に，標本数では，『家計調査』の約8000に対し
て，『全国消費実態調査』は約５万3000と約6.5の多さである。その代わ
り，前者は毎月調査されているのに対して，『全国消費実態調査』は５年お
きの実施である。調査項目では，両調査とも日々のフローの収入，支出を
調査しており，調査項目も似ているが，『全国消費実態調査』ではさらに金
融資産（貯蓄や借入金）や耐久消費財の保有状況などのストック而も調査し
ている。なお，『家計調査』と『全国消費実態調査』に共通する制約とし
て，各年の世帯主の年齢階級別データを時系列としてみても，厳密な意味
でのコーホート・データとはいえないことが挙げられる６）。
　３．『家計調査』と『全国消費実態調査』の類似性
　重層世代モデルの実証分析を行うには，世帯主の年齢階級別に集計され
た統計資料が必要である。そのようなデータは，『家計調査年報　平成２
年』では，〔用途分類－１世帯当たり年平均１か月間の収入と支出〕の「第
７表世帯人員・世帯主の年齢階級別－全世帯・勤労者世帯―全国」とし
て，また『平成元年全国消費実態調査報告』では第１巻「家計収支編（ニ人
以土の普通世帯）その１全国」の「第６表世帯主の年齢階級別１世帯当たり
１か月間の収入と支出－全世帯・勤労者世帯一全国」として集計されてい
る。
　本節では，『家計調査』の全世帯と勤労者世帯，『全国消費実態調査』の
全世帯と勤労者世帯の合計４種類の世帯主年齢階級別の支出データを使
い，十大費目のそれぞれへの支出割合の年齢階級別形態を比較し，４種類
の統計資料の類似度をクラスター分析により検討する。
　両調査を比較すると，収入の部では『全国消費実態調査』には調査時期
の関係からか「賞与」の項目はないものの，おしなべて『家計調査』より
詳細であることが分かる。支出の部でも，『全国消費実態調査』の方が『家
計調査』より詳細である。例えば「食料」は『家計調査』では「穀類」。
　「魚介類」などもう一段細分されているだけなのに対して，『全国消費実態
調査』では「食料」の下の「穀類」がさらに「米類」，「パン」，「めん類」。
　「他の穀類」などに分類されており，十大費目の水準では両調査には分類
項目の異同はないものの，その下の水準に違いがあることが分かる。すな
わち，『家計調査』ではもう一段の分類があるに過ぎないのに対して，『全
国消費実態調査』では十大費目の下に二股の分類がある。世帯主の年齢階
級はどちらも５歳刻みに採られているが，『家計調査』では「～24歳」，「25
～29歳」から「65歳～」までの10階級に分かれているのに対して，『全国消
費実態調査』では「24歳未満」から「75歳以上」までの12階級7）に集計され
ていることが注目される。すなわち65歳以上の年齢階級の分け方は両者で
異なり，『家計調査』はこれを１つにくくっているのに対して，『全国消費
実態調査』では３つの階級に分けている。年金などの高齢化の経済問題を
分析する場合には，『全国消費実態調査』の方が有用であろう。
　表は，昭和59年に実施された『全国消費実態調査』の個票データに基づ
く高山他(1990,表1.4.8)と，『平成元年全国消費実態調査報告』第１巻第
６表および『家計調査年報　平成２年』第７表として公表されている十大
費目への支出割合を世帯主の年齢階級別にまとめたものである8）。ただ
し，公表データについては，世帯主の職業により全世帯と勤労者世帯の２
種類が報告されている。また図１は，それぞれの消費項目への支出割合の
世帯主の年齢階級による変動形態を描いたグラフである。図１の横軸は世
帯主の年齢階級であり，縦軸は当該消費項目への支出割合の全年齢階級の
平均＝100とした時の各年齢階級の支出割合の大きさである。
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表：世帯主の年齢階級別消費支出割合
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図１：支出割合の年齢階級による変動形態
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図２：両調査の類似度
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　クラスター分析は，「対象を異なったものにしている細目のいくらかを
文句なく無視し，……多少の相違点には寛大」9）になり，複数の対象の
　（非）類似度を計算して「互いに類似していると文句なく言える１つまた
は２つ以上の対象の群」lo）すなわちクラスターにまとめていく分析手法で
ある。ここでは，例えば「食料品」という費目への支出割合について，『家
計調査』（全世帯），同（勤労者世帯），『全国消費実態調査』（全世帯），同（勤
労者世帯）の４種類の世帯主年齢階級別形態（これは10次元ベクトルになる）
を「対象」，つまりその相互の類似度を評価したいと思う物事として，また
それぞれのデータの「～24歳」から「65歳～」までの10個の支出割合の数
値11）を「属性」，つまり対象の特性として，クラスター分析を行う。また，
非類似度係数としては，任意の２つの対象の間のユ－クリッド距離を利用
するが，対象はベクトルであるので，以下の分析では主に，２つの対象の
対応する属性間の距離の平均を対象間の距離とする「算術平均を用いた対
グループ法」(UPGMA, unweighted pair-group method using arithmetric
ａｖｅrａｇｅs）12）を利用する。
　クラスター分析の結果を，樹形図にまとめたものを図２に掲げよう。こ
れによると，各費目への支出割合の形態でみた統計資料の類似性により，
十大費目は
　（ａ）（（『全消（全）」，『全消（勤）』），（『家計（全）』，『家計（勤）』））
　　　……住居，家具・家事用品，被服及び履物，交通・通信，その他の
　　　　　消費支出。
　（b）（（『家計（全）』，『家計（勤）』），（『全消（全）』，『全消（勤）』））
－35－
　　　……教育，教養，娯楽。
　(ｃ)(((『全豹(全)』，『全消(勤)』)，『家計(勤)』)，『家計(全)』)
　　　……食料。
　(d)(((『家計(全)』，『家計(勤)』)，『全消(勤)』)，『全消(全)』)
　　　……光熱・水道。
　(ｅ)(((『家計(全)』，『家計(勤)』)，『全消(全)』)，『全消(勤)』)
　　　……保健医療。
の，５通りに分類されるが，最終ステップの非類似係数は全て1.08～1.23
の範囲内にあり，４対象の類似度は高いと結論される。
　４．世帯主年齢階級別支出割合による十大費目の類似性
　本節では，各消費財への支出割合の世帯主年齢階級別の変動を比較し，
いわゆる十大費目に分類された消費財の重層世代モデルにおける統合の可
能性を検討する。前節の結果をさっそく利用して，ここではこの種のデー
タの代表として『全国消費実態調査』(勤労者世帯)のデータのみを取り上
げることにする。
　表や図１からも，消費項目の中には世帯主年齢階級別の支出割合パター
ンが似ているものがあることが分かる。すなわちピークが１つのもの，２
つのもの，あるいは変動しているものなどである。どの消費財の支出割合
の変動パターンとどの消費項目のそれが似ているかを調べるために，『全
国消費実態調査』(勤労者世帯)について，｢算術平均を用いた対グループ
法｣によるクラスター分析を行った。結果を図３に掲げよう。
　年齢階級別の支出割合パターンの類似度の高い消費財同士を同じグルー
プにまとめても，家計部門の消費行動の分析は影響されないという意味
で，重層世代モデルでは相関する消費財をグループ化してまとめることが
可能である。上の結果から，次のような消費財グループを考えることが可
能である。
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図３：十大費用の類似度
　消費財Ａ：食料，光熱・水道，被服及び履物。
　　　　Ｂ：家具・家事用品，教養・娯楽。
　　　　Ｃ：保健医療，交通・通信，その他の消費支出。
　　　　Ｄ：住居。
　　　　Ｅ：教育。
　すなわち，消費財Ａは，図１に見られるように，30歳台後半から40歳台
前半にかけて消費支出割合の第１の山があり，60歳以降再び上昇傾向が見
られる財グループである。消費財Ｂは，30歳台後半に消費支出割合の第1
　　　　　　　　　　　　　　　－37－
の山，40歳台後半から50歳台前半にかけて谷，その後第２の山を見る財グ
ループである。反対に，人生の中頃，40歳台後半から50歳台前半にかけて
谷が見られるのは，消費財Ｃのグループである。消費財ＤとＥには，それ
ぞれ１種類の財しか含まれていない。消費財Ｄの住居は，年齢が高くなる
につれて支出割合が逓減していく傾向が認められる。一方，消費財Ｅの教
育には，40歳台後半に顕著な山が認められる。これは丁度，子弟の高校，
大学への進学時期と重なるものと考えられる。
　なお, Ward最小分散法あるいは完全連結法13）を利用すると，消費財の
グループ分けは多少変わって，次のようになる。
　消費財Ａ：食料，光熱・水道，被服及び履物。
　　　　Ｂ：家具・家事用品，保健医療，教養・娯楽。
　　　　Ｃ：交通・通信，その他の消費支出。
　　　　Ｄ：住居。
　　　　Ｅ：教育。
　５．ま　と　め
　以上，世帯主の年齢階級別の消費支出を検討してきた。われわれの分析
結果によれば，重層世代モデルヘの利用に関する限り，『家計調査』と『全
国消費実態調査』の類似度は高いことが判明した。現在（1993年現在），公
的年金の受給開始年齢は60歳である。したがって，65歳以上の世帯主につ
いての年齢階級の分割が詳細であるという理由から，年金制度の分析など
には『全国消費実態調査』の方が利用価値が高いと言えよう。
　また，ここで考察したグループ化を利用すれば，家計部門の消費行動の
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分析に影響することなく，重層世代モデルにおける消費財の数を削減する
ことができる。重層世代モデルでは，家計の数が世帯主の年齢階級の数
（『家計調査』で10階級，『全国消費実態調査』では12階級）だけ有り，『国民経済
計算』を利用する場合よりもモデルの次元が高くなるので，モデル操作が
困難になることが多い。そこで，このようなグループ化により消費財の数
を削減することにより，モデルの次元を操作可能な範囲にとどめることが
可能になり，重層世代モデルを利用する実証分析に有効である。
　最後に，『家計調査』，『全国消費実態調査』の吟味を行っている他の研究
を紹介して，本稿の特徴を明らかにしておこう。高山他（1989，第３章）
は，『昭和59年全国消費実態調査』を，詳細かつ包括的に検討している。す
なわち，（1）世帯属性については1985年『国勢調査』との, (2)住宅について
は1983年『住宅統計調査』との，また（3）金融資産および負債については
1984年12月末の『資金循環勘定』や『日本の消費者信用統計』との比較を
行っている。そして（4）『家計調査』とは，勤労者世帯の実収人と消費支出
を比較し，年間の所得では『全国消費実態調査』が『家計調査』より大き
いが，年間の支出では両者には殆ど違いはないことを発見している。その
理由として，『家計調査』では，低所得者層にサンプリング。バイアスが存
在していることと，社会保障給付の記入もれが見られることを挙げている。
しかしわれわれのようなクラスター分析は行っていない。また竹内(1991)
は，世帯人員，世帯類型，世帯主年齢などの属性に関して両調査を比較し
ている。
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